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【教職員の専門性に関する評価】
　７割程度の学校では，教職員の専門性について，その学校が主に対象としている障害種の専門的理解や指導
技術に関する評価項目を設定していました。障害全般に関する専門性に関する評価項目を設定している学校は
半数程度に留まっていました。この結果は，現状では特定の障害種を主な対象としている特別支援学校が多い
ことを反映しているといえます。

【研究の背景】
　学校教育法が改正され，全国の学校では学校評価を行うことが義務づけられました。特別支援学校について
は，その特性を踏まえた学校評価を行っていくことが課題となっています。
そのスタートアップ研究として，全国の特別支援学校における学校評価の実施状況や実施内容等の実態を把握
する研究に取り組みました。

学校評価とは？　特別支援学校における実施状況は？

【特別支援学校におけるその特性を踏まえた学校評価の実施状況】
　全国の特別支援学校を対象に，特別支援学校の特性に対する学校評価の実施状況について調査しました。
結果は，図に示したとおりです。
　特別支援学校の特性という観点から，７～８割の学校では「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」「セン
ター的機能（教育相談や小中学校への支援）」「交流及び交流学習」「環境の整備」について評価項目を設定して
いることが認められました。一方，「特別支援教育コーディネーター」「校内委員会」，「広域特別支援連携協議
会」，「移行支援」の項目を実施している学校は，半数以下に留まっていました。



【学校評価とは】
　学校評価は，学校教育法第42条の規定により，学校運営の改善と発展を目指すために，以下のような目的の
下に実施されるものです。
○�　各学校が，教育活動その他の学校運営について，具体的な目標を設定し，その達成状況を整理して取組の
適切さを検証することにより，組織的・継続的に改善すること。 
○�　各学校が，自己評価及び外部評価の実施とその結果の説明・公表により，保護者，地域住民から教育活動
その他の学校運営に対する理解と参画を得て，信頼される開かれた学校づくりを進めること。 
○�　各学校の設置者等が，学校評価の結果に応じて，学校に対する支援や条件整備等の必要な措置を講じるこ
とにより，一定水準の教育の質を保証し，その向上を図ること。
　平成19年6月に学校教育法，同年10月に学校教育法施行規則が改正され，自己評価・学校関係者評価の実施・
公表，評価結果の設置者への報告に関する規定が新たに設けられました。
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【本研究の概要】
（１）これまでの施策や提案の整理
　文部科学省発行資料，審議会及び調査協力者会議
等の報告書並びに文部科学省初等中等教育局学校評
価室からの情報収集などを通して，これまでの学校
評価に関連した施策や提言などについて，時系列で
整理しました。
（２）特別支援学校における特別支援学校の特性を踏
まえた学校評価の実施状況調査
　全国の特別支援学校1029校（本校は938校，分校
は91校）を対象として，特別支援教育の特性を踏ま
えた学校評価の実施状況について質問紙による調査
を実施し，その結果から括弧評価の実施状況を分析
しました。
調査の柱は以下の通りです。
１．学校の概要及び学校評価の実施
２．特別支援学校における学校評価の自己評価項目
３．学校評価の評価者の範囲
４．学校評価の活用
５．その他の調査項目

　本リーフレットは，研究所で行った次の研究を基
に作成しています。
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【関連情報】
「学校評価ガイドライン〔改訂〕」
　文部科学省では，各学校や設置者の取組の参考に
供するために，平成20年1月に「学校評価ガイドラ
イン〔改訂〕」を作成しています。
　これは，主に市区町村立の義務教育諸学校を対象
として，平成18年3月に作成した「義務教育諸学校
における学校評価ガイドライン」を改訂したもので
す。学校教育法の改正などを踏まえて，新たに高等
学校が対象に加えられています。
　この中で，特別支援学校については，その特性を
踏まえた取組をすすめることの重要性が示されてい
ますが，具体的な在り方については今後の検討課題
とされています。


